
横浜市民と世界から集まる多彩な人が幸福と豊かさを実感できる都市を目指して 

現在、横浜は少子高齢化、人口減少、地球温暖化など社会環境の変化に直面し、 

国際ハブ港化、羽田空港の国際化などへの対応が必要とされています 

豊かな海をいだく空間構造を活かしながら、東京中心からインナーハーバー 

地区中心のライフスタイルへと転換し、都市としての自律性を高め、豊かさと 

活力をもたらす成長戦略が求められています 

 
 
  
   
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 「都心臨海部・インナーハーバー整備構想」提言書【概要】                   平成 22年３月 横浜市インナーハーバー検討委員会提言   

○東アジアなどにおける、国を越えた都

市間ネットワークの要となる 

○更なる地方分権社会の中で、横浜の都

市としての自律性と求心性を確立する 

○持続可能な社会や自然環境「海」と

の共生のモデルゾーンとなる 

○都市の活力を生むエンジンとしての

役割を果たす 

50 年後 

の 

横浜 

50 年後の 

インナー 

ハーバー 

地区   

構想が目指す将来像 「海都」の基本理念 

都心部強化事業（1965年～） 都心臨海部・インナーハーバー整備構想（2010年～） 

○ インナーハーバー地区 

明治～大正～昭和期にかけて埋立てにより拡張、発展し、今では新たな都心を形成している内港

地区（おおむね横浜ベイブリッジの内側で JR 京浜東北線・根岸線の海側の地域）、及びその陸域

で囲まれた水域を、「インナーハーバー地区」と呼んでいます 

 

・生物多様性の維持と自然の回復、再生可能エネルギー 

の導入などによる、環境に配慮した持続可能な社会 

持続可能な環境 

人間中心の都市 
・横浜市民や横浜を訪れる人々が、 

幸福と豊かさを実感できる都市 

人材・知財 
を活かす社会 

・創造産業や先端的 

や産業を支える多

様な人材・知財が活

きる都市 

文化芸術創造 
都市の更なる展開 

・横浜の遺産、風景、歴史 

の継承と先端文化の育成 

・市民一人一人が創造的に 

なれる社会 

・開かれた市民社会 

・市民の力が生きる 

強力な地方政府 

市民社会 
の実現 

平成２５年１０月１日 
観光・創造都市・国際戦略特別委員会 

都市整備局 

１ 

■インナーハーバー地区の形成のイメージ 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

水上交通と公共交通を中心とした 
シームレスな移動を実現する 

○内水面を最大限に活用する水上交通 
○リング状の公共交通システム 
○超低炭素型社会を実現するための交通体系 
○インナーハーバー地区外とのつながり強化 

持続可能な社会を実現し、 
多様な活動を支えるインフラを整備する 

○地域ごとの自律分散型のエネルギー利用 
○地区全体に熱エネルギーのネットワークを整備 
○豊かな海づくりと緑の保全、創造 
○地区の資源を生かした景観の形成 

都市文化を発信し、国際性豊かで多彩な 
人材交流の場を設ける 

○外国人が自由に居住、生活、仕事、研究ができる
ような環境の充実 

○国際的な文化・ビジネスの交流拠点の創出 
○市民と企業、大学などとの交流や連携 
○将来の担い手を集めるため、留学生の積極的な受
け入れ 

○国内外に横浜の文化を発信するイベントの実施 
○文化芸術交流拠点の更なる立地と活動の活発化 

交流 

環境 交通 

■インナーハーバー地区の戦略 ■インナーハーバー地区の 

将来都市構造 

リング状の都市 

～内水面を囲む豊かな都心空間の創造～ 

斜面緑地などの保全に加え、大学や大規模な公園、 
環境共生型の市街地に創出される緑などをつなぐことで 
形成される、外環の緑の帯 

市街地を結ぶ既存の交通や道路、新たに導入される 
リング状の交通ネットワークによって支えられる、 
生活、産業、交流など様々な活動の集積する市街地 

広大な水面と水際空間を最大限活用し、新しい 
水上交通や余暇活動など多様な活動にあふれた空間 

グリーンリング 

オレンジリング 

ブルーリング 

持続可能な社会
を実現するため
のインフラ戦略 

都市に新たな活
力を生み出す３
つの戦略 

 

 

「都心臨海部・インナーハーバー整備構想」提言書【概要】 

「都心臨海部・インナーハーバー整備構想」中期的取組方針（抜粋）                         平成 23年３月 横浜市作成 

■概ね１０年の中長期戦略 

○省エネルギーの推進と再生可能エネルギーの活用など低炭素型
まちづくりの推進 
○スマートプロジェクトを契機に環境関連の産業を育成 
○水と緑のネットワークを形成し、多様な生物の育成環境の創出 

○広域的及び臨海部の道路ネットワークの整備促進 
○駅までのアクセスや乗継などの利便性向上の取組 
○水に親しみ楽しめる環境を整えるためプレジャーボート、 

水上タクシーに関する実験的取組を実施 

生 活 
○快適で利便性の高いコンパクトなまちの形成、地域の

特性をいかした持続可能なコミュニティの形成を図
る 

○市民、企業、NPO 法人など様々な主体のつながりをつ
くり、市がコデーネーターとしての役割を果たす 

交通 環境 

２ 

産業 

研究・開発機関の立地を進め、 
国際的な産業発信拠点を創る 

○多様な産業の育成と国内外からの人材の受け入れ 
○コンベンション施策から MICE施策への発展 
○MICE、産業観光、医療観光、文化体験を組み合わせ
た創造観光など様々な観光産業の活性化 

○複合エンターテイメント施設の開発 
○スポーツレクリエーション施設等の充実 
○マリーナ機能などが住民の新たなライフスタイル
に組み込まれ、魅力ある暮らしを形成 

 

○市民が海に親しみ、開放的な雰囲気を楽しむこ
とができる 

○誰もが公共、公益サービスを受けることができ
る、便利な市街地 

○新しい地域コミュニティの仕組による暮らしや
すさの持続 

 

多世代・多文化の多様な 
ライフスタイルを育む 

 

生活 

産 業 
○都市インフラ技術の海外展開、グローバル企業の誘致 

など 
○バイオ関連産業の集積や環境関連の産業の育成 
○羽田空港の国際化を契機に都心部を中心とした観光・
MICE・創造都市の取組を推進 

 

 
交 流 

○アジアからの誘客の促進を図るとともに、アジアにおける文
化芸術活動の拠点都市を目指す 

○近隣都市との広域連携等によるアジアからの旅行需要の取
り込み、MICE の誘致、文化芸術創造都市の推進、シティー
プロモーションの推進を図る 
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本提言について■■

横浜市インナーハーバー検討委員会では、横浜市による「都心臨海部・インナーハーバー整備構想（骨

子案）」を踏まえ、構想の内容を深め、横浜市民をあげてその実現へ向けて動き出していくことを目指

して、本提言書を取りまとめました。

提言のとりまとめにあたっては、横浜市から研究依頼を受けた大学連携組織「大学まちづくりコンソー

シアム横浜」が、市民や当地区の関係者、各分野の専門家の意見を聞きながらまとめた「海都横浜構想

2059（案）」の研究成果を活かしました。



はじめに　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　
横浜は、1858 年の「日米修好通商条約」による開港以来、国内外に開かれたわが国の産業・文

化を牽引する国際港湾都市として発展してきました。その為、「開港の地」を含む港の景観と様々

な港湾都市機能が複合する「都心臨海部・インナーハーバー」は、港町ヨコハマの象徴であり、

原点でもあると言えます。

このような都心臨海部・インナーハーバーも、ただ自然にまかせて今の形になったわけではあ

りません。過去のまちづくりを振り返ると、横浜市は、時代の流れに合わせて都市の機能、魅力

などを高める為の様々な戦略を打ち出し、実施してきました。1965 年には、六大事業として ｢都

心部強化事業｣、 ｢金沢地先埋立事業｣、 ｢港北ニュータウン建設事業｣、 ｢高速道路網建設事業｣、 ｢高

速鉄道建設事業｣ 及び ｢ベイブリッジ建設事業｣ が立案され、これらの事業を骨格にして現在の都

心臨海部・インナーハーバーが形成されて行ったのです。その時から半世紀近く経った現在、よ

うやく「まちづくり」の一つの容が現れ、実を結ぼうとしています。

「開港 150 周年」という大きな節目を経過した今日は、都心臨海部・インナーハーバーの次な

る 50 年を考える絶好の機会だと言えます。これからの 50 年を見据えると、横浜は人口減少とい

う大きな社会変化に直面することが推察されます。しかしながら、人口減という量的縮退はあっ

ても、それが都市そのものの質的縮退となってはなりません。市民のみならず横浜を訪れる多く

の人々が、幸福感と安心感を実感できるような質的な拡大が図られなければならないのです。

これまでの 150 年は我が国における「近代化」の歴史であり、そこには欧米先進諸国のモデル

が存在しましたが、「ポスト近代化」の時期を迎えて、横浜は自らモデルとなり歩んで行かなけれ

ばならない時代になったと言えます。そこで、「人類の共同財産」とされる海洋と陸域を合わせた

統合沿岸域管理計画を基盤とする都市計画を策定し、これまでにない新しい横浜モデルとして世

界に発信することが、沿岸大都市横浜の使命であると考えます。

内水面を抱える都心臨海部・インナーハーバーの地形は、他の都市には見られない大きな特徴

であり、水辺を感じるその空間は、都心部・郊外部の区別無く、総ての横浜市民の共有財産であ

ると言えます。従って、この構想は、都心臨海部・インナーハーバーだけで完結するものではなく、

インナーハーバーを「横浜の泉」と捉え、湧き上がる清水のように「横浜の魅力」が我が国を含

む人類社会全体へと遍く波及して行く様な「まちづくり」が求められています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　２２年　３月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　横浜市インナーハーバー検討委員会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委員長　布　施　　勉
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横浜は 1859（安政 6）年の開港以来、わが国有数の港町として発展し、明治～昭和初期には

国の工業政策とともに港湾機能が大きく増強されました。戦後は、1965（昭和 40）年の「都市

づくり構想（1965）」などによって「みなとみらい 21」が形成されるなど、都心臨海部は大き

く飛躍をとげてきました。

その一方で、わが国は現在様々な社会変化にさらされています。少子高齢化、人口減少、都

市間競争の激化など、横浜を取り巻く状況は日々深刻化しています。

そのような中、横浜は 2009（平成 21）年 6月に開港 150 周年を迎えました。

今、横浜はこれらの課題・社会情勢の変化に対応し、次なる 50 年を見据えた都市づくりの

方向性を明らかにすることが求められています。さらに横浜の都心臨海部については、海をい

だく豊かな空間を活かし、横浜市民と世界から集まる多彩な人々が幸福と豊かさを実感できる

「海
うみのみやこ

都」としてさらなる発展をとげていくことが望まれています。

「都心臨海部・インナーハーバー整備構想」は、横浜の都心臨海部が理想的な姿へと向かう

ために今後行っていく、様々な政策や計画、事業の根幹として位置づけられることが望まれます。

構想の趣旨1. 

都心部強化事業（1965 年） 都心臨海部・インナーハーバー整備構想（2010 年）

内港の土地利用転換1965 年当時の
中心地区の形態

総合一体化された
中心地区

海をいだく豊かな都心空間

横浜駅周辺地区

港

関内・伊勢佐木町

横浜駅周辺地区

港新業務地区

関内・伊勢佐木町

瑞穂地区

山下地区

インナーハーバーみなとみらい
地区

関内・伊勢佐木町

大黒地区

横浜駅周辺地区

インナーハーバーみなとみらい
地区

関内・伊勢佐木町

大黒地区

瑞穂地区

山下地区

横浜駅周辺地区

構想の位置づけ1‒1. 
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対象とする場所と範囲 ■

インナーハーバー地区
Inner Harbor

インナーハーバー地区
Inner Harbor

京浜臨海部

横浜駅周辺地区

みなとみらい 21地区

関内・関外地区
山下ふ頭

瑞穂ふ頭

大さん橋ふ頭

大黒ふ頭

構想の場所と範囲1‒2. 

都心臨海部・内港地区（インナーハーバー地区） ■
本構想は、明治～大正～昭和期にかけて埋め立てに

より拡張、発展し、今では新たな都心を形成している

内港地域（概ね横浜ベイブリッジの内側、JR 京浜東北

線 ･根岸線より海側の地域）を対象としています（下

図参照）。

対象エリアの都心臨海部・インナーハーバー（内港）、

及び、その陸域により囲まれた水域を「インナーハー
バー地区」と称します。

インナーハーバー地区の現況

面積 陸域 約 2,000  ha （    4.6 ％ ）

水域 約 1,200  ha

全体 約 3,200  ha

人口密度 約 55  人 /ha

人口 約 11 万  人 （    3.1 ％ ）

世帯数 約 64,000  世帯 （    4.1 ％ ）

世帯当り人員 約 1.73  人

従業者数 約 36 万  人 （  26.4 ％ ）

※（　）内は全市域に対する割合。
出典：平成 17年度国勢調査、横浜市都市計画基礎
調査（平成 15年）、平成 18年事業所・企業統計
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横浜の都市構造（郊外部との関係） ■
人口減少や高齢化が想定されるこれからの時代、

大都市横浜の財政や雇用を支え、自治体としての

自律性を高めることが必要です。

郊外部においては、人口減少、高齢化などの様々

な課題が顕在化することが予想されます。東京中

心のライフスタイルを脱し、インナーハーバー地

区中心のライフスタイルへと転換し、横浜の自律

性を高めることは、郊外地区の活力づくりにもつ

ながります。

構想の背景1‒3. 

「都心臨海部・インナーハーバー整備構想」を検討していくにあたり、これまでの横浜の先

進的な取組やこれからの社会情勢、横浜を取り巻く状況の変化などをふまえることが求められ

ます。

開港 150 周年を迎えた横浜は、独自の文化や市民の生活、産業を生みだしてきました。
港を囲む丘の緑と自然を活かした都心部には、先人達の意欲的な都市構想や都市デザインに

加え、市民や企業の協働により、個性ある空間が育まれてきました。特に、開港・開国以来の
都心である関内地区、昭和 30 年代から開発が進んだ横浜駅周辺地区、そしてこの二つの都心

の間に位置するみなとみらい 21 地区の開発が進められ、都心部の強化が進められてきました。

これまでの横浜［1］

これからの社会［2］

価値観の変化 ■
日本は、今後 50 年の間に、少子高齢化と人口

減少というこれまでに経験したことのない社会変

化や、地球温暖化など様々な課題に直面しており、

「成長」の時代からの転換期を迎えています。そ

のような中で、人々の価値観も「量」から「質」
へと大きく転換し、多様化していくことが考えら
れます。 出典：横浜市都市経営局

横浜市将来人口推計

ライフスタイルへライフスタイルへライフスタイルへライフスタイルへ
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国際ハブ港化に向けた取組と港湾の構造変化 ■
国際ハブ港化に向け、横浜港の主力ふ頭である本

牧ふ頭、南本牧ふ頭、大黒ふ頭など横浜港の外縁部

で国際競争力の強化の取組が進んでいます。その一

方、都心臨海部・インナーハーバーでは、港湾機能

から都市機能への転換が予想されます。

羽田空港の国際化への対応 ■
羽田空港の国際化によって、インナーハーバー地

区では国際的な企業立地の可能性が高まるなど、大

きくその位置づけが変化すると考えられます。現在

でも、地区内の京浜臨海部では、公共交通ネットワー

クや既成市街地と隣接しているなど、その立地の良

さから既に企業の研究開発拠点の進出が進んでいま

す。

羽田

外縁部外縁部

新横浜
羽田空港の
国際化

インナーハーバー地区の
港湾機能から
都市機能への転換

関内・関外

横浜駅周辺

ＭＭ

港湾機能
↓

都市機能

関内・関外

横浜駅周辺

ＭＭ

港湾機能
↓

都市機能

港湾機能の
外縁部への展開

海外海外全国全国

海外海外

物流

人の流れのゲート

物流のゲート

横浜を取り巻く現在の状況［3］

横浜港長期ビジョン　（横浜市港湾局　2003 年）

20 ～ 30 年後を展望した横浜港に関する長

期計画で、将来像として「東アジアのスーパー

ハブ港」「クルーズ船の拠点港化」などが掲げ

られています。

※ハブ港：国際海上コンテナ輸送において、船社の基

幹航路が就航する主要港のうち、物流の中枢拠点とし

て船社が位置づける港。多数の定期航路が就航し、コ

ンテナ貨物はここで基幹航路から支線航路へ、また、

支線航路から基幹航路へと積み替えられ、輸送される。

ハブとは車輪の中心（車軸）の意味。

横浜港長期ビジョンの基本目標
出典：横浜港長期ビジョン概要版（横浜市港湾局、

平成 15年）
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更なる地方分権社会の中で、横浜の都市としての自律性と求心性を確立する ■
現在、道州制や大都市制度などの新しい行政のあり方が議論されています。この

ように地方分権が更に進展しつつあるなかで、横浜は、ますます都市の自律性が必

要とされています。インナーハーバー地区については、横浜の都心部として都市間

競争を勝ち抜くだけの競争力や、横浜の自律性を達成するような求心力のある地域

となることが期待されています。

東アジアなどにおける、国を越えた都市間ネットワークの要となる ■
50 年後には東アジア共同体などが生まれ、多様な特徴を持った地域や都市がそれ

ぞれ自律・協働していくことが考えられます。国よりも都市間の競争あるいはネッ

トワークが一層重要になると考えられます。

50 年後の横浜

横浜及びインナーハーバー地区に求められていること1‒4. 

ＩＮＮＥＲ ＨＡＲＢＯＲ・羽田空港

■世界とつながるインナーハーバー地区
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CO-DO30　（横浜市地球温暖化対策事業本部 2008 年）
横浜市は温暖化対策の新たな局面を作り出していく

ための行動方針を 2008 年 1 月に打ち出しました。長期

的には 2050 年度までに一人当たり温室効果ガス排出量

を 2004 年度を基準に 60％以上削減するとし、その達

成に向けて、まず 2025 年度までに 2004 年度を基準に

30％以上の削減を図るとともに、再生可能エネルギーの

利用を現在の 10 倍にまで高めることを目標としていま

す。

横浜市・温室効果ガス排出量の削減目標
出典：横浜市脱温暖化行動指針 CO-DO30

（横浜市地球温暖化対策事業本部、2008 年）

港湾物流機能の高度化した横浜港の外縁部と役割分担し、  ■
　内港に「海

うみのみやこ

都」の都心空間をつくる
国際ハブ港化を目指す横浜港の外縁部では、本牧ふ頭、南本牧ふ頭、大黒ふ頭な

どを中心に、国際競争力を持った総合物流拠点として港湾機能の高度化が進められ

ていきます。

インナーハーバー地区は、外縁部と機能分担しながら、港湾機能から都市機能へ

の転換を図るとともに、都市空間を再生し、都市としての質を高め、かつ厚みを増

していくことが期待されています。また、大さん橋ふ頭を核として、ワールドクルー

ズ船の寄港により、多くの人々が訪れ、活発な交流が行われています。

50 年後の横浜港

持続可能な社会や、自然環境「海」との共生のモデルゾーンとなる ■
現在横浜では、CO-DO30 を中心に環境モデル都市としての取り組みが進められて

います。その中でインナーハーバー地区は、環境モデル都市として先進的な取り組

みを行っていくことや、資源の循環、生物多様性の保全など、環境課題への積極的

な取り組みが期待されています。

都市の活力を生むエンジンとしての役割をはたす ■
現在の都心部を含むインナーハーバー地区では、都市としての活力を生み出すエ

ンジンとしての役割が期待されています。そのため、関内地区～みなとみらい 21 地

区～横浜駅周辺地区が経済・観光・文化の中心としての活力を高めるとともに、京

浜臨海部など既成市街地に隣接するエリアが都市に新たな活力を与えるエリアにな

り、インナーハーバー地区全体が一体となって機能することが求められています。

50 年後のインナーハーバー地区
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基本理念2. 

次なる 50 年に横浜が「海
うみのみやこ

都」となることを目指した「都心臨海部・インナーハーバー整備構想」

の基本理念として、以下の５つの項目を提案します。

①人間中心の都市
横浜市民や横浜を訪れる人々が、幸福と豊かさを実感できる都市を目指します。

②持続可能な環境
生物多様性の維持と自然の回復、再生可能エネルギーの導入などにより、環境に配慮

した持続可能な社会を実現します。

③人材・知財を活かす社会
国際的企業の立地や、豊かな都市環境を実現することによって、創造産業や先端的な

産業を支える多様な人材、知財が活きる都市を目指します。

④文化芸術創造都市の更なる展開
日本の伝統や文化を再評価し、横浜の遺産、風景、歴史を保存継承しながら、アート

やデザインなど先端文化を育み、市民一人一人が創造的になれる社会を目指します。

⑤市民社会の実現
多様な個人の存在を受容する開かれた市民社会、多元的な都市を目指します。また、

地方分権、さらには市民組織や地域社会への分権を適正に進め、市民の力が生きる強力

な地方政府を目指します。

持続可能な環境

人間中心の都市間中心の都市人間

人材・知財を 
活かす社会

文化芸術創造
都市の展開

市民社会の
実現

横浜市民と世界から集まる多彩な人が
幸福と豊かさを実感できる都市を目指して
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交流

インナーハーバー地区の将来構想3. 

50 年後に実現しているインナーハーバー地区の理想的なまちの姿、そこで営まれる暮らしの

イメージを各視点から検討し、次のような方向性を提案します。

①持続可能な社会を実現し、多様な活動を支えるインフラを整備する
CO-DO30 を踏まえ、持続可能な社会を実現するため、環境インフラや環境先端技術

の導入を積極的・戦略的に進めます。また、生物多様性の保全へ向けた取組を進めます。

②水上交通と公共交通を中心としたシームレスな移動（※）を実現する
過度にクルマに依存することなく、水上交通や公共交通を中心としつつ、徒歩やパー

ソナルモビリティを含めた、誰もが移動しやすい交通体系を整備します。

③都市文化を発信し、国際性豊かで多彩な人材交流の場を創る
かつての居留地が当時最先端の西洋文化と日本文化が出会う場であったように、文化

芸術創造都市横浜として世界へ向けて都市文化を発信し、国際的な観光の推進や交流の
場を創ることで、常に新たな文化・ビジネスを生み出していきます。

④研究・開発機関の立地を進め、国際的な産業発信拠点を創る
インナーハーバー地区に、国際的な拠点や、企業、大学、研究所などの立地を進める

ことで、新たなもの・先端技術や活動を常に生み出し、発信していく都市をつくります。

⑤多世代・多文化の多様なライフスタイルを育む
家族用の住宅から高齢者向けや若者向けの住宅まで多様な居住エリア、住宅と研究所、

安全な工場やオフィスなど様々な用途が混在する複合エリアなど、多彩な活動を生み出
す環境をつくり、生活空間の中に多様なライフスタイルを育みます。

※シームレスな移動：利用者が複数のサービス（この場合交通機関）を違和感なく統合して利用できること。
　イノベーション：社会的な価値・意義のある、技術や社会の仕組みなどを革新すること。
　パーソナルモビリティ：一人乗りの移動機器。先進技術を用いた電動車両を指す場合が多い。

戦略3‒1. 

環境

生活

産業

交通

シームレスな移動（※）ができる

環境にやさしい循環が生まれる

常に新しい都市活動が生まれる

（※）

多様なライフスタイルが生まれる

人材と知恵、文化が生まれる

持続可能な社会を実現する
ためのインフラの戦略

都市に新たな活力を生み出す
3つの戦略
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リング状都市 ～ 内水面を囲む豊かな都心空間の創造3‒2. 

都心に隣接した広大な内水面は横浜にとっての大きな資源です。豊かな水辺の環境を市民が

享受できるまちづくりを進めるとともに、内水面を囲む環境の豊かさを最大限に活かした都市

構造として、「リング状都市」を提案します。

インナーハーバー地区内各エリアの用途変換等に合わせ、現在の都心部から段階的に成長し、

徐々にリング状の都市構造を形成していきます。また、各エリア毎に核となる活動や機能、施

設を持ち自律的な都市活動を行いながらも、緩やかにリング状につながり、自由に往来できる

構造を目指します。

市街地を結ぶ既存の交通や道路、
新たに導入されるリング状の交
通ネットワークによって支えら
れる、生活、産業、交流など様々
な活動が集積する市街地

②オレンジリング：

広大な水面と水際空間を最大限
に活用し、新しい水上交通や余
暇活動など多様な活動にあふれ
た空間

①ブルーリング：

斜面緑地などの保全に加え、大
学や大規模な公園、環境共生型
の市街地に創出される緑などを
つなげることで形成される、外
環の緑の帯

③グリーンリング：

人口　　　［ 約１１万人 ⇒ 約２０万人 ］
多様な産業の立地や職住近接や環境整備などにより 10

万人の人口を増加させ、地区全体で20万人の居住人口とし、

そのうち 3万人を外国人とします。

人口密度　［ 約５５人／ ha ⇒ 約１００人／ ha ］
人口密度は約 100 人／ ha を目標とし、既存の都心部周

辺に比べても比較的低密度な都心環境を維持します。

従業者数　［ 約３６万人 ⇒ 約５６万人 ］
大学などの公共公益部門、国際機関や産業の転換、新規

産業により、新たに 20 万人の雇用を創出し、従業者数を

約 56 万人とします。そのうち 10 万人は外国人とします。

①人口：約 11 万人
　市全域の 3.1％
　（平成 17 年国勢調査）

現況 ■

②人口密度：約 55 人／ ha
　市全域よりも 33％低い水準。
　パリやニューヨーク中心地区と
　比べると１／４程度

③従業者数：約 36 万人
　市全域の 26.4％
　（平成 18 年事業所・企業統計）

将来活動量の目標3‒3. 

現在 ■

リング状都市 ■
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新たな都市構造3‒4. 

環境・交通の仕組み ■
新たな公共交通、エネルギーネットワーク、浜風の道（※）の導入などにより、

持続可能な社会を実現する都市づくりを提案します。

※浜風の道：ヒートアイランド現象の改善のため、浜風を市街地へと取り入れる際の風の通り道のこと

大さん橋ふ頭
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生産・産業・交流の仕組み ■
豊かな水辺の暮らしと水文化を実現し、

有能な人材を育み、活躍できる都市づくりを提案します。

新横浜 東京・羽田

横浜

東神奈川

新子安

生麦

大黒ふ頭

山下ふ頭

瑞穂ふ頭

桜木町

みなとみらい

関内

石川町

元町・中華街

日本大通

馬車道

新高島

神奈川新町

京浜臨海部

大さん橋ふ頭
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海や港のある立地や開港以来の多様な文化や産業に寛容な横浜の風土を将来にわたり引き継

ぎ、子どもから高齢者、海外からの移住者など多様な人々がみな暮らしやすい地区を目指すこ

とが求められます。

また、居住や教育、労働、余暇など日常生活の様々な場面を地区内で過ごすことができ、そ

れぞれのサービスを地区内の人々が担い、経済的にも地区内で循環する仕組みを設け、地域コ

ミュニティ主体の地域社会づくりを進めることが重要です。

地域コミュニティの充実が進む間に、住民一人ひとりが地区を誇りに思い、地区のために活

動し、この地区に魅力を感じた来訪者が増え、さらにまちの魅力が増し、一層愛着が強くなる

という循環が生まれ、住民同士の連帯感が育ち、暮らしやすい地区となっていきます。

■	具体的なビジョン

市民が海に親しみ、開放的な雰囲気を楽しむことができる空間づくり・・
－海に面した水際線沿いの遊歩道の整備
－水面越しに対岸のまちを眺めるオープンスペースの創出
－散歩やジョギング、水遊びやシーカヤックができる海辺づくり
ー水上交通でアクセスする水辺の生活空間づくり

誰もが公共、公益サービスを受けることができる、便利な市街地・・
－水上交通や新しい仕組みの公共交通が発達
－乗換えの利便性を高め、待ち時間を少なくする交通の仕組み
－外国人を含めた誰もが、医療サービスをはじめとした公共・公益サービス

を安心・快適に享受できる環境の形成

新しい地域コミュニティの仕組みによる、暮らしやすさの持続・・
－お互いの個性を活かし合いながら、公益的な視点を併せもつ住民の共同体

の創出
－現在行政が主体となって行っている計画・事業・管理への、地域コミュニ

ティの積極的な参加の促進
－海や川、樹林地や公園、歴史的資産などについての、地域コミュニティに

よる保全・育成とその継承

生活33333
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実現に向けた課題と今後の取組み4. 

横浜市インナーハーバー検討委員会では、これまでに記載した「都心臨海部・インナーハー

バー整備構想」に関する提言内容に加えて、提言内容とその実現に関する課題・今後取り組む

べきことなどについて、各委員の意見を集約すると次のようになります。

構想の内容に関して ■

地区の中心に位置する瑞穂ふ頭を、構想の象徴的な地区と捉え、海に囲まれた特徴的な地形・ 
を活かした親水性の高い場所への転換を進めるべきである。そのためには、ふ頭に残る米軍
施設の早期返還へ向けて、国及び関係機関に働きかけていくことが重要である。

高機能で効率の高い国際ハブ港化や京浜３港の連携などの検討を踏まえ、50 年後の港湾機能・ 
の在り方とインナーハーバー地区の在り方を、併せて検討していくことが重要である。

将来インナーハーバー地区の港湾機能が都市機能へと転換することが予想されているが、具・ 
体的にどのような都市施設を設置していくのか、あるいはどのように港湾機能を外縁部に展
開していくかについては、今後検討すべき課題となっている。

港湾施設などの機能転換を図る上で、開港以来の港の歴史を残していくことが重要である。・ 

多種多様な産業分野の中から、発展を目指す新たな産業分野として先ず何を選択すべきかを・ 
考える必要がある。まずは、今後の成長が見込まれる創造的産業の積極的集積を図り、雇用
の拡大、人材の交流を促進することも重要である。

リング状の交通やエネルギーネットワークなどについては、段階的な整備が必要である。し・ 
たがって、リング状に都市基盤が連結していない状況であっても機能する柔軟な都市づくり
を進めることが重要である。

高速道路網や幹線道路網などの体系的な道路ネットワークを形成することで、郊外部とのつ・ 
ながりを強化するとともに、地区内での過度な自動車交通を抑制することも重要である。

市民に愛され、国際的にも発信性をもつ地区となるためには、市民との協働による緑の総量・ 
と質の維持・向上、下水処理をはじめとする更なる水質の改善、自然的・歴史的特色を活か
した優れた景観形成などについて、より具体的な仕組みの導入を検討することが重要である。
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構想の実現へ向けたプロセス、体制、しくみの構築などについて ■

50 年後が遠い将来と捉えられ、市民意識が希薄になりがちである。構想の市民理解をすすめ・ 
るとともに、50 年後がすぐそこにある自分たちの未来であることを、どのように市民が意識
し、担い手となる子どもたちと共に考えて行けるかが重要である。

構想を実現するための、組織、仕組み、法制度などが存在していないため、検討することが・ 
必要である。

各都市計画や港湾計画などの法定計画を決定・見直す際は、構想で描かれる 50 年後の都市・ 
像を見据えて検討を進めることが望ましい。

構想の実現を継続的に推進するための先行的な取組が必要である。そこで先ずは、山下ふ頭・ 
の再編整備に向けた具体的検討の着手や、「エキサイトよこはま２２（横浜駅周辺大改造計
画）」の推進強化、関内・関外地区の活性化等を進め、整合性を図ることが重要である。

今回の大学まちづくりコンソーシアム横浜における研究結果を踏まえ、引き続き専門家の見・ 
地から検証、政策提言していくことのできる体制をつくることが望ましい。
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その他5. 

検討経過5‒1. 
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50    

検討体制5‒2. 
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■ 1966 年頃のインナーハーバー 撮影　アマノスタジオ






































































